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はじめに

この論文は，Gossが1967年に journalof Transρort Eco目omicsand Poliり， Sept.

1967に発表したものを，翌年上記の書物の第7（最終〉章にみずから採り入れたもの

である。そして，この書物については，すでに読まれている人も多く，また昨年の円

木海運経済学会の年報（『海運経済研究』第3号，143ー 150ページ〉に，東京商船大

の織田政夫氏が紹介の労をとっておられる。 したがって，あるいは別のところでくわ

しい紹介がなされており，全訳などもあるかもしれない。そういうことで，いささか

日走路したのであるが，編集者の了解を得て，紙面を汚すことにした次第である。それ

と，もう 1つ，私を勇気づけたことは，この論文が，DenysMunbyなる人によって

編集された『交通経済学論集』の中に採択され， Penguinmodern economic series 

の1冊として発行されていることである。 (D. Munby, Trans占ort:selected read-

1日：g,Penguin Books, 1968.) 

さてその Munbyがいうように (ibid., p. 9) ' 「Cost-benefitanalysisは，

Dupuitの有名な論文〔この木の最初に採録〕が示しているように， すでに長い歴史

をもっている」のであるが，とくに最近で、は，いわゆる社会資本の充実政策に闘辿し

て，公共投資の計画策定における 「費用 ・便益分析Jの利用が，理論的にも実証的に

も，われわれの目にふれることが多くなってきた。たとえば，

正kill一郎 「交通投資と費用if,[!益分析」 『国民経済来If法』第119巻第1~ . HH:i9. l。

岡田 i古「交通における便益費用分析」日本交通学会『交通学研究』 1969年々 ow。

小林八一 I交通投資における費用 ・便益分析」『運輸と経済』第30巻第3号，（交通

投資のプランニング↑J先日） 1970.3 
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そして，当面iの港湾投資に関しでも，j立常福治氏（『港湾、経済研究』第4号， 1966

j1J[J以の論文〕や中西｜楼氏 （『港池、流通経済の分析』1967，第6章〉などに先駆的t.r.考

え方が発表されているのみでなく ，費用 ・｛延主主分析を利用した具体的な研究（たとえ

ば，大｜仮設2・II（！.荊135年について，古川和広 ・森杉寿芳「港湾施設整備の経済効果測定

fょに関する研究」一一 『｜三l経』昭和4,1・4・20号「経済教室」による。〕も発表されて

いるようである。

このようなわけで，くり返していえば，この紹介は，すでに満腹の問袋に消化の思

い食物をさらに押しつけるようなものともいわれよ うが，あしからず覚怨されたい。

以下， Gossの論文を抄訳的にたどるこ とにしよう。

1. 最近における港湾投資の動向

ここでは，凶際獅逆における合理化のポイン トが，大型化と専用化であり，とくに

ライナーについては，コンテナ化による悩：i'fll時間の短縮と荷役費用の軽減が重要なも

のと して編摘されている。これらは，イギリスよりももっとはげしい勢いで貿易の拡

大しつつあるわが国で、は，改めていうまでもないくらいよく理解されているところで

＜＼；る。

2. 港湾投資の問題点

そこで，いずれにせよ港湾の改修増築が必要なのであるが，問題は，そのための投

資-J:'円、っ， どこの治で， どのような規模と内容で」行な うべきであるか， であ

る。この），＇.＇、について，これまで各闘のやり方は，たとえば Thorburn (Suρρly仰 d

Demand for Water Tra日sρart,1960, P. 140〕のし、うように， 「ごく肉感的で，合理

l切な経済計算ーにもとついたものではなかった。」それは，関係利益団体の意見による

とか，ばく然とした 「公共の幸IJ主主lfこもとづいてなされるのが’，：~·であ った。これは，

もちろん，乙うした計内lのもたらす純幸IJf.主について，それを汗l’i首することが1-t:I嫌であ

り，また，そうしたJ'.!l'.'rtがh・伝われた場合と「！なわれなか司た場合とを比較すること

が，そもそも孟難だからである。そのうえ，港湾当局は，これまで，経済学者を利用

しよう とはせず，学者の側でもそうしたことに輿床を示さなかった。

ここで， 一つの問題コ，i必湾の料金制度のことである。すなわちp 現花行ts:.われて
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いる料金制度は，港によってまちまちであるが，概していえば，船舶についても貨物

についても，短期・長期あるいは平均 ・限界といい，およそ費用とはなんの関係もな

いものになっている。 したがって，たとえば港を深く掘りさげると，それによって大

型船の入港が可能になり，運送費用はおそらく下がるだろう。そこで，運賃が下がっ

て出荷がふえるとか，あるいはまた他の港から貨物が回ってくるとかすれば，船舶に

ついても，貨物についてもト ン数が増加して港湾の収入はふえるであろう。しかし，

はたしてそうした収入の増加によって，要した費用が償われるという見込みはない。

しかも，社会的には，おそらく純利益を生じているにちがL、ないのである。

このようにして， 港湾投資に対する評仙の問題は，こう した料金体系の問題に直接

つながっている。個別企業の行なう投資計画では， 「割引現金流列」 (discounted 

cash flow）の方法が用いられるが， その場合の必姿条件として，~出および投入に

用いられる価給体系が，それぞれに裂する社会的費用を完全に反映したものであるこ

とが必婆である。港湾の場合には，この条件がまったくみたされていない。こういう

場合の計画判定方法として登場してきたのが，費用 ・便益分析である。

3. 受11・便益分析と港湾投資

港湾投資において，費用と（史益を訊uるうえでの困難は，上述の延長から切らかなよ

うに，費用についてよりは，使益"i'訊ljる側においてはるかに大きし、。つぎのようにい

う人があるかもしれない。つまり，問題は，その投資が行なわれた場合と，行なわれ

なかった場合との 「比較」なのであるから，したがってこの場合，そうした両方の場

合について合理的な運賃の推定をすればよいのではないかと。しかし，現実の市場運

賃ーからして， そうした予測に役立つような各種の運賃を推定することはまったく不可

能である。ことに， 道路の場合は道をよくすれば，現在と同じ車が沢山とおることに

なるのだが，港の場合はこれまでとちがった大型の船が入るのである。

そこで，いわゆる ‘shadow-pric巴’の考え方を利用しなくてはならなし、。これは，

簡単にいえは「平均総資期」を精巧にしたよ うなものであるが，ここでの定義として

は，つぎのようにのべておこ う。それは， 「ある特定の水準およびパターンをとった

産出量によって得られる収益の訓引現在運賃が，l司じ水準およびパターンの産出量に

対する運航費用の割引額を，あたかも必妥な資本；技用 （久タラ γプの当I]引現在値を差
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し引く〉だけ超過している，そのような運賃水準」である。

この場合，たとえばコンテナ化については，包装費の節約とか盗難損失の滅少とか

も考慮されるべきである。すなわち，shadow-priceは，港湾投資のもたらす便益の

推計に役立つものでなければならないのであって，投資が行なわれなかった場合との

比較において，生ずべきあらゆる社会的な正味利益の差を反映するようなものでなけ

ればならなし、。そのためには，もちろん貨物量の予測を立てることが必要である。そ

の点については後にのべるとして，ここで shadow-priceを利用して港湾投資の費用

使益分析を行なうことについて考えられる問題点，およびそれに対するわれわれの考

え方をのべると，つぎのようである。

第lに， 海運業は一般の産業にくらべると変動のはげしい産業であり，ことに資本

集約度が高いことを考えると，用いるべき割引率としては，一般産業と同じではいけ

ない。 これについては，たしかに不安定要素を考慮する方法と して十分適切なもので

はないが，割引率を一般のそれよりも 1%ほど高くするのがよかろう。

第2に， shadow-priceの計算には， どうしても個別船主の損益計算が素材に利用

されることになるが，その場合，税制による恩典によって船主勘定はかなり影響され

ている。かりに，現在の英国船主についていえば， 〔償却前〕利益が少なく ，したが

って投資控除あるいは自由償却制度による課税控除額の割引現在値はゼロにひとしい

かも しれなし、。しかし，それでも，この制度あるがゆえに行なわれる近代化投資を考

えると，いわゆる所得効果 ・代替効果のあることが推定されるのであって， これを汲

みとるような所作が必要である。

第3に， 在来定期船の運送コス トは，雑多な貨物の「混合」 (mix〕の仕方によっ

て左右される。したがって，たとえば運賃の低下による貨物出制りの影響も，それぞ

れ災なってくるとすれば，いきおい費用も異なってくるであろう。ただ，この点は，

今後はユニ ット化が進むであろう し， また， 「混合」の問題としては，仕出地または

仕向地の組み合わせというようなことの方が大事かも しれなし、。この方の変化につい

ては，市場調査にまつことが必要となろう。

第4に，港湾の改修増築によって，船腹に予想外の余剰を生ずることがあるかもし

れなL、。しかし，港湾の工：）；)!i：は長いことかかるもので，その聞に船主に相当の対応の

余裕が与えられよう。また， l邸周年数20年として 2カ年で10%の船が廃棄されるので
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あるから，ショッタを与えるほどの大工事はそうずラにはあるまし、。

第 5 に，この計算で理想的なことをいえば，各年~ljの産出金と費用とを予想しなけ

ればならなし、。これを一律とみなすことは，すべての shadow-priceを押し上げるこ

とになるが，しかしそれらの間の差異そのものには大して影響しないだろう。実質

賃金の上昇や実質保険料の減少を織り込むことも容易である。それぞれの時系列数値

を現在値に害I）引き換算して， 資本貨に加えればよし、。

以上のようにして，投資の行なわれた場合と行なわれなかった場合のshadow-price

が得られたならば，各年の消費者余剰の噌分は，直線的需要山線を想定して，つぎの

ようにして得られる。すなわち， （投資なき場合の貨物量xshadow-priceの差〕＋

（貨物量の増分xshadow. price〕xメ。こう して得た各年の消費者余剰の増加分を，

現在Wli値に寄IJ<J I ~ 、て合計ーしたものが，正l床現在filli値て‘ある。このあと ， 必要とあれば

貨物についての料金収入の増加分を加え，あるいは，港湾当局もしくは貿易業者にか

かる費用の増分を差し引けばよし、。

4. 固としての計画

港湾投資は，国または地域の計画と謝罪uのとれたものでなければならなし、。そこで

どの港に投資すべきか，の問題を生ずる。往々にして，｛間々の港の計画iでは，互いに

他の泌から分岐してくる貨物を予想に入れて計算が行なわれていることがある。国全

体としては，このような二重計算を避ける必要がある。国際的な流通に関係する港湾

投資にあっては，また，そのもたらす伎益ないしは消費者余剰について，国際的な配

分という難問がある。たとえばまったくの1.p継港であるならば，消費者余剰はすべて

外国の凶氏に帰するであろう。投資凶にはたしてどれだけの消d若者余剰が残るかは，

長い将来にわたっての輸出入の邦力性いかんによるのであって，まったく推定による

の他はなし、。

しかし，他方，計酬の促進にフラ久する＇/,lf閃も，ここであげることができる。それ

は，船舶とくにライナーの雌11~1時間が短編jされることによる間接的な利益である。す

なわち，（1）貨物保険費の引き下げ，（2）市場変動による危険の滅少，（3）在庫管理の容易

化および（幼貿易運転資金の軽減等である。（1ト（3）はさほど大したことはないが，（4）は

かりに60%のi時間が港会で設やされており，それが20%にまで減少したとすれば，運賃
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の shadow-priceは， トン当たり7.33ポンドから5.36ポントに下がるだろう。輸道II

数を18.5日，1トンの（111i被200ポンドとすると， 6%の利子の運転資金は， トン当た

り0.608ポンドだけ節約になる。これは相当なものだから，勘定に入れられるべき要

素である。

5. 現実の諸院題

さて，いよいよ実際の計算に入るに当たっては，いたずらに知的エレガンスを求め

て計闘のスタートを遅らせるようでもいけなし、。そのために具体的なタームで推計の

可能な項目を利用することが大切である。第1の作業は，市場調査であるが，この点

については，費用 ・使主主分析は，とくに他の方伝より以上のものを要求するわけでは

ない。

第2の作業は，shadowpriceの計算である。 これについては， さきごろ Benford

教授が鉱石専用船について発表した 「必安運賃率」ないしは平均総費用の1111線を利用

することができる。これには，L、くつかの欠点が数えられるが，しかし，ここぎl分は

最良の資料として佼われるであろ う。残念ながらコンテナ船については，まだ適当な

資料がない。そ して， 肝心の答｜｜引率についても， 多く の~'E聞があ る ことは周知のとお

りである。

6. 港湾財政との関連

港湾、投資について費用 ・便益分析を利用することは，百1iにのべたように，泌湾管理

者の仮I］の純収入が資本費を償うに足りないということが一つの前提になっている。そ

こで，この方去によって投資計画の判定を行ない，それが実行に移された場合は， 当

然財政的補助一ーたとえば低利資金の供給とか端的な補助金とかーーが必要だと考え

られるかもしれなし、。しかし，必らずしもそうではないのである。すなわち，この方

法で評価されて建設が行なわれたのちにおいても，料金体系を改正することは何ら矛

盾したことではなし、。

その場合，目標とされる料金体系は，社会的限界費用に見合ったもので，たとえば

船混みのはげしい港は，高い料金がつけられ，それによって，一方では混み方の少な

い港の利用が促進されるとともに，他方では当該の港の投資が促進されるような，そ
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ういう体系でなければならなL、。もちろん，このような方式は，船のトン数によって

課徴している現行のやり方とは大いに異なっている。現行の体系は，船が港を利用す

る時間の長さに関してはあまり関連性がなく，また利用する施設の側との関連性も乏

しい。これでは，効率的な利用を促進し あるいは投資の必要性について何らかの指

示を与えるような機能を果たさなし、。目下のところ，必要な費用関数の資料が整備さ

れていなし、から，こう した改正は困難であるし，あまり急激な変化は社会的混乱を招

くであろうから，その点についての配慮も必要である。 Lかし，たとえ完全な形でな

いにしても，港湾料金体系の実質的な改正に着手することが， この際何よりも重要な

ことのよ うに恩われる。


